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研究成果の概要（和文）： 

 我が国では数多くの情報倫理教育教材の研究がなされているが、そのほとんどは我が国
の学生を対象としたものであり、多くの留学生を受け入れている現状に対して、母国の教
育・社会事情等に配慮した情報倫理教育が行われているとはいえない。 
 本研究では、アジア諸国での情報教育と倫理意識に関するアンケートから得られたデー
タを中心に分析を行い、それぞれの国における特性を明らかにした。 
 本研究成果として、平成 21 年度情報教育研究集会において最優秀論文賞を受賞した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The study of the much information ethic education teaching materials is performed in 
Japan, but the most are for Japanese students. In these studies and developed 
teaching materials, the educational and the social environmental background of 
international students studying in Japan are not considered despite of the present 
conditions accepting many foreign students. In this study, we investigated the aspect of 
the information ethic education mainly in Asian countries and analyzed the data 
obtained from the questionnaire about the ethic awareness, then clarified the 
characteristic in each country. We won the best paper prize of the Information 
Education Study meeting in 2009. 
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１．研究開始当初の背景 

 我が国の大学では、情報倫理教育は一般の
情報教育の中で行われているケースが多く、
ほとんどの大学カリキュラムでは情報の授
業 15 回程度のうちの 1・2 回を充てて情報倫
理教育をおこなっている。しかし、情報倫理
教育の範囲は広く、ネチケットから情報関連
法までこの時間の中で網羅することは極め

て難しい。 

 これに対して、我が国では、情報倫理教育
を効果的に行うために、すでに数多くの優れ
た情報倫理教育教材が研究者等によって開
発され、我々の研究グループでも、平成 19

年度より Web 版情報倫理教育教材の開発を
進めてきた。 

 また、以前より情報倫理意識や関連法規等
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に関するアンケート調査を行い、違法行為や
倫理違反行為に対する意識を分析してきた
経緯があり、大学生や留学生、また中国やフ
ィリピンで調査を実施（平成 11 年～19 年）
してきた。 

 その調査において、特に留学生や中国人学
生の著作権法等に対する遵法意識や情報倫
理意識の低さが顕著に見られ、その後の中国
における大学教職員に対する調査によって、
一般的には情報倫理教育が実施されていな
い点が判明した。 

 

２．研究の目的 

 我が国においては、少子化による学生不足
を補うため、いくつもの大学で数多くの留学
生を受け入れているが、一般的な情報倫理教
育の講義では、当然、日本人学生を対象とし
ており、彼らの母国における情報倫理教育の
現状や法制度、情報倫理意識がどのようなも
のであるかを配慮して実施されることはほ
とんどない。 

そこで、限られた講義時間の中で留学生の
情報倫理意識を十分に高める教育的工夫を
行うことが、受け入れる大学側として重要な
義務であり、課題となってくる。 

もちろん、我が国では数多くの情報倫理教
育教材の研究がなされているが、そのほとん
どは我が国の学生を対象としたものであり、
留学生用のものは少ない。 

本研究は、留学生の母国における情報倫理
教育や法制度の現状を調査し、情報倫理意識
を探ることで、より効果的な教育を実施可能
にするための教材作成を目的としている。単
なる翻訳のみによる多言語化やマルチメデ
ィアを利用した視覚的効果を利用したアプ
ローチとは異なり、留学生の生活環境を理解
し、その国の教育状況や法制度という背景理
解を考慮したうえで教材の多言語化を行う
試みである。 

 

３．研究の方法 

 平成 20 年度は、日本・フィリピン・韓国
における現状と学生の情報倫理意識調査を
行い、主に意識構造に関する分析を行った。 
フィリピンでのアンケ－ト対象は、フィリ

ピン大学(University of Philippines)内に
ある UP Information Technology Training 
Center（UP-ITTC）で情報処理技術の習得を
目指している学生(学部卒業生を含む)、およ
び同大学数学科の学生である。アンケートは
英語の質問用紙によって行なった。 
韓国でのアンケートはKyonggi大学社会福

祉学部の学生を対象に、韓国語の質問用紙に
よって行なった。 
これらと、日本における医療系学部学生か

ら得たアンケート結果とを分析の対象とし
た。 

質問項目は、情報倫理教育経験に関するも
の、倫理教育自体の必要性とその内容、海賊
版販売について、およびネットワークの匿名
性認識度などからなるフェース部と、情報倫
理に関係する事柄に対する興味、関心、思い
などの度合いを問う 20 個の意識調査項目か
らなっている。この意識調査項目に対する回
答は、0(そう思う度合いがない)から 5(非常
にそう思う)までのスケールを用意した。 
平成 21 年度は、先のデータにシンガポー

ルでのデータと韓国で新たに取得したデー
タを加えた。 
シンガポールでのアンケートは、Temasek 

Polytechnic の中の Temasek Informatics & 
IT School の学生を対象に、英語の質問用紙
によって行なった。 
 平成 22 年度は、さらに中国、台湾のデー
タを加えて因子分析を行った。 
 中国では、北京外国語大学ほか 3 大学で中
国語の質問用紙によってアンケートを実施
し、台湾でのアンケートは、興国管理学院の
学生を対象に同じく中国語の質問用紙によ
って行った。 
 
４．研究成果 
平成 22 年度までに、日本、フィリピン、

韓国、シンガポール、中国、台湾の学生に対
して、情報倫理に関するアンケート調査を行
ってきた。 
平成 20年度情報教育研究集会の発表では、

日本、韓国、フィリピンのデータで因子分析
を行った。抽出した因子は 4 因子であったが、
不安定な因子があり、解釈にも問題を残す分
析結果となった。 
その後、平成 21 年度の教育システム情報

学会第 34 回全国大会において、新たに 277 
件のシンガポールのデータを加えて分析し
た結果、より安定した 3 因子を抽出すること
ができた。 
平成 21年度情報教育研究集会の発表では、

韓国で新たに取得した 122 件のデータも加
え、4カ国 669 件のデータに対し分析を行い、
累積寄与率 51.5％で、3 因子を抽出すること
ができた（表１）。 
この結果は、韓国データを加える前に実施

したものとほぼ同様の分析結果となった。 
それらを元に、我々が開発目標としている

多言語化 e-Learning 教材のフレームワーク
を示し、さらに各国における情報倫理教育の
現状と学生が望む教育内容、および法制度に
対する認識などについて分析を加えてきた。 
平成 22 年度は、さらに中国、台湾のデー

タを加えて因子分析を行った。処理したデー
タ数の内訳は、日本 112、韓国(2 回分合
計)178、フィリピン 77、シンガポール 277、
中国(北京 84、大連 149、山東 29、山西 27)289 
である。 



全体に対し因子分析を行った結果、固有値
1 以上の設定で抽出した因子数は 3 であり、
累積寄与率は 48.7％であった。前回の分析で
は累積寄与率 51.5％であったが、スクリープ
ロットなどを参考に 3 因子に決定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 は各因子の構成項目を表しているが、

設問項目は英語版を用いている。実際のアン
ケートは、日本では日本語、韓国では韓国語、
中国と台湾では中国語(簡体字)、フィリピン
とシンガポールでは英語によるものを用い
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中国、台湾のデータを除いた前回の結果と
比較すると、第 1 因子にはほとんど違いが見
られないが、第 2、第 3 因子間ではいくつか
の項目の移動が見られた。 
特に、“信頼のおけないサイトからの音楽

や映画のダウンロード”や、“気に入ったサ
イトへ自身のホームページからリンクを張
る”などが、第 2 因子から第 3 因子へ移動
している。また、“すぐに応答のない携帯電
話へ続けざまに掛けなおす”といったことは、
第 3 因子から第 2 因子へ移動している。 
我々はこれらの結果も踏まえて、第 1 因子

を“好奇心”、第 2 因子を“安易性”、第 3 因
子を“無防備性”と解釈した。 
国別の因子得点平均を求め、グラフ化した

ものが図 1 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中国と台湾の因子得点平均は、第 1 因子、

第 2 因子ではほとんど同じ値を取り、第 3 因
子では 1％の有意差はあるものの、因子間の
動きには共通性が見て取れる。 
フェース部分の分析による著作権、知的財

産権、個人情報保護、不正アクセスなどに関
する法律についての認識も、これらの 2 国で
は非常に低い値を取っている。 
また、海賊版の販売については全体的に寛

容であり、ネットワークの匿名性については
非常に懐疑的、または理解が不十分である。 
政治・経済体制の異なる台湾においても、

様々な点で類似の結果を得たことは、やはり
文化的な影響が情報倫理の分野に大きく影
響を与えていることを示唆している。 
これらの分析結果により、情報倫理意識に

関する因子構造がある程度確定し、意識因子
の解釈にも妥当性を与えることができ、各国
の特性も見出すことができた。 
残念ながら、研究機関内において、多言語

e-Learning 教材は開発途中となってしまっ
たが、今後はこれをもとに、留学生の出身国
における社会環境や教育環境を考慮した情
報倫理教育アプローチの明確化と、多言語



e-Learning 教材の開発をさらに進めていく
つもりである。 
なお、本科研費による研究成果として、平

成 21 年度情報教育研究集会における発表論
文である「アジア各国における学生の情報倫
理教育と意識および関連法制度」が最優秀論
文賞を受賞したことは大きな喜びであった。 
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